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令和４年度　いすみ市水道事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

収　　入

第１款 水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項　営業外費用営 業 外 収 益

支　　出

地 方 公 営 企

業法第２４条

第３項の規定

による支出額

円 円 円 円 円 円

第１款　水道事業費用水道事業費用 1,642,767,000 0 0

第１項　営業費用営 業 費 用

第２項　営業外費用営 業 外 費 用

第３項　営業外費用特 別 損 失

第４項　特別損失予 備 費

873,062,000

748,0001,602,989,000 6,704,000

△ 334,000 0

0 △ 350,326

1,284,429,000

411,326 0

第 ２ 項 の 規 定

円 円

0 1,649,532,000 748,000

876,733,000

小    計

予 算 額

流 用
増 減 額

第 ３ 項 の 規 定 に よ る

財 源 充 当 額

合 計

業 法 第 ２ ６ 条

6,765,000

支 出 額 に 係 る

予 算 額

地方公営企業法第２４条

地 方 公 営 企

24,778,000

0

に よ る 繰 越 額

円

円

0 0

0 1,609,342,674

15,000,000 0 0 0

0 61,000 0

00 15,000,000

0 24,778,0000

0350,326

補　正　予　算　額

0

区 分

区 分
当 初 予 算 額 補正予算額

予 備 費
支 出 額

当　初　予　算　額

3,671,000

1,284,763,000

円

411,701,000 △ 4,005,000 0 407,696,000
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円 円 円 円

1,650,280,000 0

16,479,278

15,000,000

円

1,304,262,330 19,833,330

0 12,122

地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額合    計

1,610,090,674

24,778,000 23,172,764 0

1,564,885,027 0 45,205,647

893,212,278 （うち仮受消費税及び地方消費税 80,479,239円）

決 算 額

予 算 額 に 比 べ

備 考　　

不 用 額 備 考

決 算 額 の 増 減

決 算 額

円

15,000,000 0

61,823,005

0

1,605,236

411,326 399,204

1,588,456,995

3,354,052

（うち仮払消費税及び地方消費税 78,812,333円）

（うち仮受消費税及び地方消費税  2,364,720円）411,050,052
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（２）資本的収入及び支出

収　　入

第１款 資 本 的 収 入

第１項　企 業 債

第２項　工 事 負 担 金

第３項　負 担 金

第４項　開 発 負 担 金

支　　出

継 続 費

逓 次

繰 越 額
円 円 円

第１款　資 本 的 支 出 413,140,000 413,140,000 0

第１項　建 設 改 良 費

第２項　企業債償還金

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額231,708,624円は、過年度分損益勘定留保資金231,708,624円で補てんした。

区 分

予  算  額

係 る 財 源 充 当 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地 方 公 営 企 業 法 第 26 条

の 規 定 に よ る 繰 越 額 に

円 円 円 円

204,858,000 1,540,000 206,398,000 191,503,000

198,500,000 0 198,500,000 191,503,000

6,358,000 0 6,358,000 0

0 1,540,000 1,540,000 0

0 0 0 0

区 分

予  算  額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 流用増減額 小 計

地 方 公 営 企 業 法

第 26 条 の 規 定 に

よ る 繰 越 額

円 円 円

0 0 191,503,000

272,615,000 0 0 272,615,000 191,503,000 0

140,525,000 0 0 140,525,000 0 0
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継 続 費

逓 次

繰 越 額
円 円 円

604,643,000 0 230,591

229,764

827

決 算 額
予 算 額 に 比 べ

備 考

係 る 財 源 充 当 額

継 続 費
合 計逓 次 繰 越 額 に

決 算 額 の 増 減

円 円 円 円

0 397,901,000 330,846,785 △ 67,054,215

0 390,003,000 317,300,000

6,358,000 0

△ 72,703,000

翌年度繰越額

20,000,000円

0

0 1,540,000 1,540,000

△ 6,358,000

0

0 0 12,006,785 12,006,785
（うち仮受消費税及び地方
消費税 1,091,525円）

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考
合 計

地方公営企業法

合 計第26条の規定に

よ る 繰 越 額

562,555,409 41,857,000 41,857,000

円 円 円

464,118,000 422,031,236 41,857,000 0 41,857,000
（うち仮払消費税及び地方
消費税 34,712,166円）

140,525,000 140,524,173 0 0 0
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 （単位　円）

804,763,940

7,969,099 812,733,039

696,636,687

110,585,024

136,905,629

541,945,354 1,486,072,694

673,339,655

23,640,000

3,000

100,939,000

105,874,000

143,708,012

10,696,245 384,860,257

23,172,764

6,013,451 29,186,215 355,674,042

317,665,613

2

原 水 及 び 浄 水 費

(3)

(2)

営業外収益

(5) 長 期 前 受 金 戻 入

総 係 費

営 業 費 用

営 業 損 失

令和４年度いすみ市水道事業損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

給 水 収 益

配 水 及 び 給 水 費

(1)

(2) その他の営業収益

1

(1)

営 業 収 益

(1)

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

(4)

減 価 償 却 費

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

(4)

3

(6)

(3)

営業外費用

雑 収 益

(1)

給 水 申 込 納 付 金

(2) 受取利息及び配当金

雑 支 出

経 常 損 失

4

(2)
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344,553

54,651 399,204 399,204

318,064,817

62,795,426

0

255,269,391

当 年 度 純 損 失

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

特 別 損 失

（1）

そ の 他 特 別 損 失

5

過年度損益修正損

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

当年度未処理欠損金

（2）
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国 庫 補 助 金 県 補 助 金 受贈財産評価額 開 発 負 担 金

前年度末残高 6,577,084,031 124,965,000 0 0 0

前年度処分額 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0

利益積立金 0 0 0 0 0

減債積立金 0 0 0 0 0

当年度変動額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

剰　余　金

資本剰余金

0 0

除却損への補填

処分後残高 6,577,084,031 124,965,000

令 和 ４ 年 度 い す み 市

一般会計出資金の受入れ

0

0

当年度末残高 6,577,084,031 0124,965,000 0

資  本　金

（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら

企業債の償還

資本剰余金の受入れ

当年度純損失
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（単位　　円）

工 事 負 担 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

未 処 分 利 益 剰 余 金
（△は未処理欠損金）

利 益 剰 余 金
合 計

0 0 124,965,000 62,795,426 62,795,426 6,764,844,457

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

62,795,426

0 0 0 △ 318,064,817 △ 318,064,817 △ 318,064,817

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 318,064,817 △ 318,064,817 △ 318,064,817

（当年度未処理欠損金）

△ 255,269,391

62,795,426 6,764,844,4570 0 124,965,000

剰　余　金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

0 124,965,0000

令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

△ 255,269,391 6,446,779,640
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（単位　　円）

当年度末残高 6,577,084,031 124,965,000 △ 255,269,391

議会の議決による処分額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越欠損金）
△ 255,269,391

令和４年度いすみ市水道事業欠損金処理計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日）

資 本 剰 余 金 未 処 理 欠 損 金資　本　金

資本金への組入れ

処分後残高 6,577,084,031 124,965,000

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立
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1　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 △ 318,064,817

　減価償却費 541,945,354

　引当金の増減額（△は減少） 2,788,678

　長期前受金戻入額 △ 143,708,012

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 301,049

　受取利息及び受取配当金 △ 3,000

　支払利息 23,172,764

　未収金の増減額（△は増加） △ 29,231,029

　未払金の増減額（△は減少） 26,367,829

　前払金の増減額（△は減少） 5,290,000

　たな卸資産の増減額（△は増加） 109,230

  その他流動資産の増減額（△は減少） △ 7,467,845

　その他調整額（資産減耗費） △ 127,775

　小計 101,372,426

　利息及び配当金の受取額 3,000

　利息の支払額 △ 23,172,764

　業務活動によるキャッシュ・フロー 78,202,662

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 347,752,070

　負担金等による収入 12,315,260

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 335,436,810

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 317,300,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 140,524,173

　財務活動によるキャッシュ・フロー 176,775,827

資金増加額 △ 80,458,321

資金期首残高 742,351,973

資金期末残高 661,893,652

令和４年度いすみ市水道事業キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）
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1

(1)

イ 643,738,724

ロ 559,635,316

△ 331,066,240 228,569,076

　　　ハ 25,575,464,090

△ 17,136,738,341 8,438,725,749

ニ 3,100,829,758

△ 2,646,472,577 454,357,181

ホ 9,594,588

△ 6,785,187 2,809,401

ヘ 45,166,749

△ 34,793,982 10,372,767

ト 364,705,160

10,143,278,058

(2)

イ 700,000

700,000

10,143,978,058

2

(1) 661,893,652

(2) 147,471,575

(3) △ 639,000

(4) 18,314,055

(5) 13,190,000

840,230,282

10,984,208,340

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

令 和 ４ 年 度 い す み 市 水 道 事 業

土 地

建 物

資 　産　  の  部

減 価 償 却 累 計 額

( 令 和 5 年 3 月 31 日 ）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

流 動 資 産 合 計

前 払 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

有形固定資産合計

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

工具器具及び備品

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産

貯 蔵 品
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（単位　円）

3

(1)

イ

2,157,906,927

2,157,906,927

2,157,906,927

4

(1)

イ

134,573,081

134,573,081

(2) 121,926,227

(3) 100,000

(4) 8,899,840

(5) 1,000,000

266,499,148

5

(1) 9,704,161,824

(2) △ 7,591,139,199

2,113,022,625

4,537,428,700

6 6,577,084,031

7

(1)

イ 124,965,000

124,965,000

(2)

イ 255,269,391

255,269,391

130,304,391

6,446,779,640

10,984,208,340

に充てるための企業債

企 業 債 合 計

前 受 金

貸 借 対 照 表

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源

固 定 負 債 合 計

企 業 債

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

未 払 金

企 業 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

当年度未処理欠損金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金 合 計

欠 損 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

引 当 金

欠 損 金 合 計

欠 損 金 合 計

建設改良費等の財源

に充てるための企業債

資　　本　　の　　部

資 本 金

国 庫 補 助 金
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数

建物 18～65 年 

構築物 ５～80 年 

機械及び装置 ４～60 年 

車両運搬具 ４～６ 年 

器具及び備品 ２～15 年 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法  定額法による。 

（電話加入権は減価償却の対象外） 

  ２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金

現在、職員の退職手当に係る組合負担金は、千葉県市町村総合事務組合市町村負担金条例

第２条に規定のある一般負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金を計上していない。 

しかしながら、現在の状況から変更がなされ、今後水道事業において追加的な費用負担が

発生する見込みとなった場合は、必要に応じて計上していく。 

（２） 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上してい

る。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し

当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る法定福利費 

の支出のため、賞与引当金 6,086,022 円を取り崩した。 

（２）貸倒引当金の取崩し

当年度において、債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金 

337,951 円を取り崩した。 

Ⅲ．セグメント情報の開示 

  １ 報告セグメントの概要 

当企業は、水道事業のみを運営しているため「水道事業」のみを報告セグメ 

ントとしている。

  ２ 報告セグメントの営業収益等 

当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行う。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。 

  ２ リース会計に係る特例措置

 地方公営企業法施行規則第 55 条及び地方公営企業法施行令第８条の２第１号 

の規定により、リース会計に係る特例措置が適用されるため、所有権移転外ファ 

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

  ３ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ 

ース料相当額 

１年内    7,727,280 円 

１年超   11,752,400 円 

計  19,479,680 円 
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